高砂市創業者融資保証料補助金及び利子補給金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、市内で創業する者が創業に係る融資を受ける際に支払う信用保証料の一部について補助金及び利子補給金（以下「補助金等」という。）を交付することに関し、高砂市各種事業等補助金交付規則（昭和47年高砂市規則第16号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（交付対象）
第２条　補助金等の交付対象となる融資（以下「対象融資」という。）は、創業に要する資金の融資で次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、借換資金（旧債務を一括返済するために受ける融資による資金をいう。）に係る対象融資については、この限りでない。

(1) 兵庫県又は政府系金融機関が実施する融資制度による融資

(2) 民間金融機関が実施する融資で、兵庫県信用保証協会の担保するも
の（創業関連の保証付きのものに限る。）
２　補助金等の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。

(1) 対象融資の実行時において、新たに創業する者又は創業後５年未満
の者であること。ただし、第二創業者を除く。

(2) 法人であって市内に新たに本店又は主たる事業所を設置するもの又
は市内に住所を有する個人であって市内に新たに主たる事業所を設置するものであること。

(3) 前号の規定に該当する者であって、引き続き市内で事業を営むこと
が確実と認められるものであること。

(4) 法令に基づく許認可等を必要とする事業を営もうとする者にあって
は、当該許認可等に係る登録、届出等を行っていること。

(5) 市税を完納していること。

(6) 産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第１２８条第２項に
規定する認定創業支援等事業計画に記載された同法第２条第３０項に
規定する特定創業支援等事業による支援を受けたものであること。

(7) 高砂市における暴力団の排除の推進に関する条例（平成２４年高砂
市条例第５号）第２条に規定する暴力団、暴力団員及び暴力団密接関
係者のいずれにも該当していないこと。

(8) 過去にこの制度を利用していないこと。
３　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業を行う者は、交付の対象としない。

（1）農林漁業（素材生産業及び素材生産サービス業を除く。）
（2）金融業又は保険業
統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく日本標準産業分類（平成
２５年総務省告示第４０５号）に掲げる産業のうち、大分類J－金融
業、保険業に属する産業（保険媒介代理業及び保険サービス業を除
く。）をいう。）

(3) 風俗営業
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（平成２３年法律
第１２２号）第２条に規定する風俗営業、性風俗関連特殊営業等をい
う。
（4）その他公序良俗に反するなど市長がこの要綱の趣旨に沿わないと認
める事業
（補助金等の額及び交付対象期間）

第３条　補助金等の額及びその交付の対象となる期間は、次に定めるとおりとする。

(1) 補助金の額は、対象融資を受けた者が信用保証協会に支払う信用保
証料の２分の１に相当する額（当該額に１円未満の端数が生じたとき
は、これを切り捨てるものとし、１００，０００円を限度とする。）とし、交付の対象となる期間は、信用保証料の支払方法による。
(2) 利子補給金の額は、対象融資に係る支払利子に相当する額とし、利
子補給金を受けようとする者に対し、１年につき２００，０００円を
限度とする。交付の対象となる期間は、対象融資を受けた日から３年
間とする。ただし、繰上償還があったもの及び返済期日の遅延に係る
利子は、利子補給金の算定から除くものとする。
（認定申請）

第４条　補助金等の交付を受けようとする者は、対象融資を受けた日から２箇月以内に、高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付認定申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(1) 兵庫県又は金融機関が発行する融資の事実を確認できるもの

(2) 金融機関が発行する返済予定表の写し

(3) 信用保証協会を利用した融資にあっては、信用保証料の支払方法及
び支払金額が確認できるもの
(4) 許認可等を必要とする業種にあっては、許可証等の写し

(5) 法人にあっては履歴事項全部証明書、個人にあっては個人事業開業
届出書（税務署に提出するもの）及び住民票の写し
(6) 事業所又は店舗の位置が確認のできる住宅地図等
(7) 産業競争力強化法第２条第３０項に規定する認定特定創業支援等事
業の支援を受けた証明書

(8) その他市長が必要と認める書類
２　市長は、前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる書類を同項の期限までに提出できない特別の事情があると認められるときは、当該書類の提出期限を延長することができる。

３　市長は、第１項の規定による申請を受けたときは、その適否を審査し、適当と認めたときは高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付認定書（様式第２号）を当該申請をした者に交付するものとする。

（交付認定内容等の変更届）

第５条　前条第３項の規定により認定を受けた者（以下「交付認定者」という。）は、認定を受けた対象融資の内容を変更したとき、事業を廃止（倒産した場合を含む。）したとき、本店若しくは主たる事務所を市外に移転したときその他、高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付認定書（様式第２号）に記載された事項に変更があるときは、交付認定内容等の変更届（様式第３号）に当該事実が確認できる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の規定による届出を受けたときは、その内容を審査し、当該届出に係る変更事項があることを確認したときは、その旨を高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金変更認定通知書（様式第３号の２）により、当該届出をした交付認定者に通知するものとする。この場合において、対象融資の内容を変更したことにより信用保証料の追加が生じても、その信用保証料については、補助しないものとする。
（交付申請）

第６条　交付認定者が、補助金等の交付を受けようとするときは、毎年１月１日から１２月３１日までの期間に支払った対象融資に係る信用保証料及び利子について、期間の経過後２箇月以内に高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付申請書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1) 高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付認定書（様式第２
号）の写し
(2) 金融機関が発行する返済予定表の写し
(3) 申請期間中における返済事実が確認できる書類（信用保証料領収書、
通帳の写し等）
(4)市内で事業を継続している事実が確認できる書類（確定申告書の写
し等）
(5) 市税の完納証明書
(6) その他市長が必要と認める書類

２　市長は、前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる書類を同項の期限までに提出できない特別の事情があると認められるときは、当該書類の提出期限を延長することができる。
（交付決定及び交付）

第７条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査及び必要に応じて現地調査を行い、補助金等の交付を適当と認めたときは、速やかに高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付決定通知書（様式第５号）により当該申請をした者（以下「申請者」という。）に通知するものとする。

２　市長は、補助金等の交付をしないことを決定したときは、高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金不交付決定通知書(様式第６号)により、申請者に通知するものとする。

３　第１項の規定により交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。この場合において、市長は、速やかに補助金等を支払うものとする。
　
（調査）

第８条　市長は、この要綱の適正な運用を図るため必要があるときは、申請者に必要な書類の提出を求め、申請者の実情を調査することができる。

（補助金等の停止）

第９条　市長は、交付認定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助を停止し、補助金等の交付対象となる期間を当該事実のあった日の属する月までとする。

(1) 事業を廃止（倒産した場合を含む。）した場合
(2) 法人にあっては本店又は事業所を市外に移転した場合、個人にあっ
ては主たる事業所を市外に移転した場合
(3) 対象融資に係る取扱金融機関への元利金返済が６箇月にわたり滞っ
た場合
(4) 対象融資に係る代位弁済を受けた場合

（補助金等の取消し及び返還）

第10条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該決定を取り消し、又は既に交付した補助金等の全部又は一部の返還を命ずるものとする。

(1) 偽りその他不正な手段により交付決定又は交付を受けたとき。

(2) この要綱又は対象融資に係る条例、規則等の規定に違反したとき。
(3) 補助金の交付を受けた者にあっては、繰上償還等により支払った信
用保証料が減額され、返戻金があったとき。
(4) その他市長が不適当と認めたとき。

（その他）

第11条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

１　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

２　この要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に行われた融資から適用する。
附　則

　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
附　則
　この要綱は、平成２９年１０月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成３０年２月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和元年１０月1日から施行する。
　附　則
　この要綱は、令和３年４月1日から施行する。
附　則
　１　この要綱は、令和５年１２月1日から施行する。

　２　この要綱による改正後の高砂市創業者融資保証料補助金及び利子補給金交付要綱の規定は、この要綱の施行の日以後の交付申請について適用し、同日前に受けた交付申請については、なお従前の例による。　　　　

様式第１号（第４条関係）

　　　　年　　月　　日　

高砂市長　　様
住所又は登記所在地
氏名又は名称
代表者名
電話番号　（　　　）　　　-
高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付認定申請書
高砂市創業者融資保証料補助金及び利子補給金交付要綱第６条第１項の規定による補助・利子補給金の交付申請を予定しているので、同要綱第４条第１項の規定により申請します。

１　借入れの内容

	(１)
	融資金融機関名(支店名)
	

	(２)
	融 資 資 金 の 名 称
	

	(３)
	借入年月日
	　　年　　月　　日

	(４)
	借入金額
	円

	(５)
	資金使途（具体的使途）
	運転資金（　　　 　）・設備資金（　　　　　）

	(６)
	融資利率
	年　　　 ％　　　固定・その他（　　　　　　）

	(７)
	返済方法
	元金均等　・　元利均等　

月賦返済・その他（　　　　　　　　　　）

	(８)
	借入期間
（据置期間）
	　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

（据置　　　箇月）

	(９)
	信用保証協会(保証制度名)

(保証料総額)(保証料率）

（返　済　方　法）
	利用有（　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　円）（　　　％）

（一括払 ・ 分割払　　回払）
	利用無


２　創業の内容

	(１)
	業種
	小売業・卸売業・サービス業・製造業・その他

	(２)
	取扱品目、サービス内容等
	

	(３)
	事業所、店舗等(予定)住所
	

	(４)
	開業(予定)又は法人の
設立年月日
	　　年　　月　　日


（添付書類）　

・県又は金融機関が発行する融資の事実を確認できるもの(｢融資決定通知書｣｢計算書｣
｢お支払額明細書｣の写し等)

・金融機関が発行する「返済予定表」の写し

・信用保証協会が発行する「信用保証決定のお知らせ（お客様用）」の写し
（信用保証協会を利用した場合のみ）

・許認可等を必要とする業種にあっては、許認可証等の写し
・法人にあっては、「履歴事項全部証明書」(法務局で発行)

・個人にあっては、「個人事業開業届出書」(税務署に提出したもの)及び住民票の写し
・事業所又は店舗の位置が確認できる住宅地図等
（注意）　補助金等の交付を受けるには、別途「高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付申請書（様式第４号）」を提出する必要があります。なお、申請できる時期は、１月支払分から１２月支払分までの分を翌年２月末日までとなります。
様式第２号（第４条関係）
高産第　　　号
　　　　　　年　　月　　日

　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高砂市長　　　　　　　　　　　
高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付認定書

　　年　　月　　日付けで届出のあった高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付認定申請書に対して、次のとおり補助金等の交付を認定したので通知します。

１　借入れの内容及び補助金等の認定期間

	(１)
	融資金融機関名(支店名)
	

	(２)
	融 資 資 金 の 名 称
	

	(３)
	借入年月日
	　　年　　月　　日

	(４)
	借入金額
	円

	(５)
	資金使途（具体的使途）
	運転資金（　　　）・設備資金（　　 ）

	(６)
	融資利率
	年　　　％ 固定・その他（　　　　　）

	(７)
	返済方法
	　元金均等・元利均等　

　　月賦返済・その他（　 　　　　　）

	(８)
	借入期間
（据置期間）
	年　　月　　日～　　年　　月　　日

（据置　　　箇月）

	(９)
	信用保証協会(保証制度名)

(保証料総額)(保証料率）
（返　済　方　法）
	利用有（　　　　　　　）

（　　　　　円）（　　％）
（一括払・分割払　 回払）
	利用無

	(10)
	補助金等の認定期間
	年　　月　　日～　　年　　月　　日

	(11)
	補助金等の予定額
	　　　　　　　 　　　　　　円
（うち信用保証料の2分の1（上限10万円）に該当する額　　　円）


２　創業の内容

	(１)
	業種
	小売業・卸売業・サービス業
・製造業・その他

	(２)
	取扱品目、サービス内容等
	

	(３)
	事業所、店舗等の(予定)住所
	

	(４)
	開業(予定)又は法人の設立年月日
	　　年　　月　　日


（注意）
・認定内容に変更が生じた場合は、連絡してください。
・補助金等の交付を受けるには、別途「高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付申請書（様式第４号）」を提出する必要があります。なお、申請できる時期は、１月支払分から１２月支払分までの分（上限20万円）を翌年２月末日までとなります。
様式第３号（第５条関係）
　　　　年　　月　　日

高砂市長　　様
住所又は登記所在地
氏名又は名称
代表者名
電話番号　（　　　）　　-
交付認定内容等の変更届
　　年　　月　　日付け高産第　　号で補助金等の交付の認定を受けた融資内容等について、下記のとおり変更したいので届け出ます。
なお、この変更等により、既に交付された保証料補助金がある場合で、信用保証協会から信用保証料の返戻を受けたときは、その金額を高砂市に返還します。
１　変更（対象融資の約定等の変更及び繰上償還、主たる事業所及び本店の移転等）
	
	変　更　前
	変　更　後

	内
容
	
	


２　廃止（事業を廃止したとき等）
	廃止理由
	


【添付書類】当該事実が確認できる書類

様式第３号の２（第５条関係）

高産第　　　号
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　

　様

高砂市長　　　　　　　　　
高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金変更認定通知書

　　　　年　　月　　日付けで交付認定内容等の変更届が提出されたことに伴い、　年　　月　　日付け高産第　　号で認定した内容について、下記のとおり変更することを通知します。
　

記
　1補助金等の認定期間
　　「　　年　　月　　日～　　年　　月　　日」を
　　「　　年　　月　　日～　　年　　月　　日」に変更する。
　2補助金等の予定額（　　～　　年度交付分）
　　「　　　　円（うち信用保証料　　　円）」を
　　「　　　　円（うち信用保証料　　　円）」に変更する。

　3その他の変更点
様式第４号（第６条関係）
　　　　年　　月　　日　
高砂市長　　様
住所又は登記所在地
氏名又は名称
代表者名
電話番号　（　　　）　　-
高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付申請書
高砂市創業者融資保証料補助金及び利子補給金交付要綱第６条第１項の規定により、関係書類を添えて、次のとおり保証料補助・利子補給金の交付を申請します。
なお、繰上償還等により信用保証料の返戻金が生じたときには、速やかに交付された保証料補助金を返還します。

補助金等交付申請額（１）+（２）×１／２　金　　　　　　　　　　　　円　
１　利子及び信用保証料支払内容　　　　　　　　　　　　　　
	期　間
	返　済　額
	うち利子
	信用保証料

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	（１）
	（２）


２　創業の内容

	業種
	小売業・卸売業・サービス業・製造業・その他

	取扱品目、サービス内容等
	

	事業所、店舗等の(予定)住所
	

	開業(予定)又は法人の設立年月日
	　　年　　月　　日


【添付書類】

・｢高砂市創業者融資保証料補助･利子補給金交付認定書(様式第２号)｣の写し

・金融機関が発行する「返済予定表」の写し

・申請期間中における返済の事実が確認できるもの
（信用保証協会発行の「信用保証料領収書」、通帳の写し等）

・市内で事業を継続している事実が確認できる書類(｢確定申告書｣の写し等)
・市税の完納証明書
・その他市長が必要と認める書類

様式第５号（第７条関係）

高産第　　　号
　　　　　年　　月　　日

　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高砂市長　　　　　　　　　　

高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付決定通知書
　　年　　月　　日付けの高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金の交付申請に対し、次のとおり決定したので通知します。

記

１　交付決定額

保証料補助金の交付決定額　　　　　　　円（　　年　　月支払済分）
利子補給金の交付決定額　　　　　　　　円（　　年　月～　月支払済分）合計交付決定額　　　　　　　　　　　　円
２　交付条件

(1)交付の目的に反するときは、補助金等の全部又は一部の返還を命ずる　ことがあります。

(2)この補助金等に係る収支その他補助金等に関する事項を明らかにする　書類等を備え付け、これらを交付決定通知日より起算して５年間保管しておいてください。
(3)市長若しくはその委任を受けた者又は監査委員の監査に応じてください。

(4)交付申請した内容及びこの交付決定による交付条件のほか、高砂市各種事業等補助金交付規則（昭和４７年規則第１６号）の規定を遵守しなければなりません。

(5)保証料補助金の交付後に繰上償還等により信用保証料額が変更となり信用保証協会から信用保証料の返戻があった場合は、交付認定内容等の変更届（様式第３号）により、市長に届け出て、返戻された信用保証料の金額を高砂市に返還してください。
(6)交付対象となる事業を廃止した場合、高砂市での事業をやめた場合、対象融資に係る金融機関への元利金返済が６箇月にわたり滞った場合又は対象資金に係る代位弁済を受けた場合は、その月までで補助・補給を停止し、補助金等の認定期間を終了するものとします。
様式第６号（第７条関係）

高産第　　　号

　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　様

高砂市長　　　　　　　　　　
高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金不交付決定通知書

　年　　月　　日付けで申請のあった高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金については、下記の理由により交付しないことに決定したので、高砂市創業者融資保証料補助金及び利子補給金交付要綱第７条第２項の規定により通知いたします。

記

　

理　　由
様式第７号（第７条関係）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　高砂市長　様
住所又は登記所在地
氏名又は名称
代表者名
電話番号　（　　　）　　-
　　　　　　　　　　　　　　　　　
高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金交付請求書
　下記のとおり、高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金の交付を請求いたします。

記

　１　請求額　　金　　　　　　円也
　　　　　　　（うち、利子　　　　　　円・信用保証料　　　　　　円）

　２　交付金の名称　　高砂市創業者融資保証料補助・利子補給金
発行責任者　　氏　名                    

　　　　　　電　話 （　　　）　　-　　
　
　　担当者　　氏　名　                  

　　　　　　電　話 （　　　）　　-　　

